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Ⅰ．はじめに
　近年，地方分権一括法の施行（2000年４月）・地方財政の危機的状況・地域経済の疲弊などを背景に「地
域」が注目される中，地域づくり・地域再生・地域活性化等々様々な呼称で，広く「地域経営」の在
り方が問われている。
　その地域経営には様々な構成要素があるが，その中の重要課題の１つが中心市街地の衰退を受けた
「中心市街地活性化」である。“まちづくり３法”（「中心市街地活性化法」「大規模小売店舗立地法」「改
正都市計画法」の総称）を活用しながら国・地方公共団体・地元関係者等が知恵を絞っているものの，
現状は必ずしも十分な成果が上がっていない。
　そして，その中心市街地活性化において，近年重要な問題として浮上している課題の１つに，中心
市街地の衰退を受けた学童減少に伴う小学校の統廃合で発生した学校跡地再開発を上げることがで
きよう。ここ数年，少子化が問題になって久しいが，1980年には全国で1,700万人を超えていた小中
学校適齢期の児童生徒数が2000年には約1,100万人に減少したことに伴って，小中学校の統廃合が急
速に進みつつある３。小中学生人口が1981年頃をピークに2008年はその６割程度まで減少している４の
１　株式会社アール・エステートサービス，常務取締役（2011.10両備ホールディングス株式会社両備不動産カンパニー
から転籍，現在に至る。）
２　事例として取り上げた法人その他・利害関係者は，2003〜2006年当時のものであり，現時点と名称・体制等状況が変
わっているものもある。
３　戦後の学校統廃合政策は，大きく３期に整理される。第１期は1950年代の町村合併政策に伴うもの，第２期は1970年
代の高度経済成長期の都市への人口流出による地方の農山漁村の過疎化に伴うものである。これにやや遅れ，都心では，
人口集中による居住環境悪化のため郊外へと人口が流出したことから，ドーナツ化現象による人口減少に伴う統廃合が
進んだ。そして現在，第３期として，1990年代から将来に向けての長期的・構造的な少子高齢化に伴う統廃合が全国的
に進みつつある。（若林［2008］）
４　文部科学省「学校基本調査」による。
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に対し，学校数・教員数とも１割程度の減少に留まっており，学校規模や配置が適切ではない５とい
う主張が背景にある。実際，文部科学省によれば1992年から2007年までに，全国で小学校が3,212校，
中学校でも959校が廃校になっており，とりわけ地方都市では非常に深刻な問題となっている６。当然，
中心市街地に位置する学校跡地は市街地の活性化を進める上で貴重な空間である点でその有効活用を
目指すことになるが，その再開発は，活性化に取り組む当事者は勿論，当該学区内の住民等にとって
も非常に関心の高い問題７となっている。
　そのような状況の下で，筆者は2005年に職務上から，岡山市出石小学校跡地整備事業に関与した。
そしてその事業に関わりながら，不動産業者にとって厳しい市況が続く中にあって，新たなビジネス
チャンスを模索できる大変興味深い分野ではないかという問題意識を持つようになり，この問題を研
究課題として取り上げた。
　他方，理論的には，矢吹［2010］が「マーケティング・ネットワーク」概念を提唱し，地域経営論
の体系化を志向している。そこでは①様々な地域経営主体による各種マーケティングをネットワーク
化（調整・連携・連結）する“ネットワーカー”として，NPO ／中間支援組織・町内会／自治会連合会・
商工会議所／商工会・観光協会等々の主として非営利組織が，また，②市町村レベルに設定した地域
において各“ネットワーカー”をネットワーク化する役割を果たす“究極のネットワーカー”として，
自治体が，位置づけられていた。
　確かに前者①については，同Ⅲ部補論で農商工連携における“川中組織”が“ネットワーカー”と
して機能する場合があることが明らかにされているものの，他に営利企業が当該機能を果たすケース
は示されていない。しかし，仮に“マーケティング・ネットワーク”の“ネットワーカー”足り得る
ことが明らかになれば，そのことは取りも直さず，当該営利企業にとってはビジネスチャンスである
ことを意味するため，その意義は決して小さくない。
　以上のような理論的・実務的な問題意識から，本稿では，“ネットワーカー”機能を自治体ではな
く不動産事業者が果たしたことで成果が上がったと考えられる岡山市の「出石小学校跡地整備事業」
の事例を取り上げる８｡そして，“マーケティング・ネットワーク”の視角から考察して，程度の差は
あれ「自治体が関与している」という事実は変わらず，当該プロジェクトの最終的な責任が自治体に
ある点で「自治体が“究極のネットワーカー”である」という指摘は不変であるものの，理論的には，
　　① 「地域経営」内の「中心市街地活性化」における「学校跡地再開発事業」のようなケースでは，
自治体が個別プロジェクトのマーケティングの集積・連携で構成される“学校跡地再開発マー
ケティング・ネットワーク”の“ネットワーカー”として機能するには限界があり，代わって
民間事業者である不動産業者が，“究極”に近い“ネットワーカー”足り得ること，
そして実務的には，
５　安田［2009］一部引用。
６　今後，概ね３〜５年間に全国で1,100校以上が廃校となる見通しである（『読売新聞』2008年１月11日１面）。
７　学校は，地域コミュニティの中心的性格を持ち，地域の教育のみならず防災拠点など複合的な役割を担ってきた経緯
がある。よって，統廃合を契機に，広く地域住民に開かれたプロセスを通じての新たなまちづくりが求められる。（安
田［2009］）
８　岡山市における最初の事業。他には，岡山中央南（旧深柢）小学校跡地が審議継続中である（2011年１月現在）。
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　　② その“学校跡地再開発マーケティング・ネットワーク”の“ネットワーカー”機能を果たせる
ことは，換言すれば，不動産事業者にとって新しい大きなビジネスチャンスが存在することを
意味すること，
　　③ （付随的に）私有財・公共財・準公共財やサービスなど様々な“Product”で構成される学校
跡地再開発を“マーケティング・ネットワーク”の視角から捉えることは，不動産業者の企業
行動および広く地域社会に資すること，
以上３点を明らかにする。
　具体的には以下，まずⅡ章にて，「学校跡地開発」を“マーケティング・ネットワーク”という視
角から研究できる既存研究は矢吹［2010］しかないことを確認した上，それが主張する“マーケティ
ング・ネットワークの地域〈包括〉モデル”を概観する。次にⅢ章で，岡山市出石小学校跡地整備事
業９の事例を取り上げ，Ⅳ章で考察を加える。最後にⅤ章で，明らかになった点と残された課題を整
理する。
Ⅱ．既存研究
　前述したように，本稿は（地域再生・地域活性化を含む）「地域経営」の中の「中心市街地活性化」
における「学校跡地開発」に焦点を当てるが，本稿で試みる“マーケティング・ネットワーク”の視
角で「学校跡地開発」を研究できる文献は，調査の結果10は該当がなく，事実上矢吹［2010］の“マー
ケティング・ネットワークの地域モデル”に限定される11。そこで，その“マーケティング・ネットワー
９　本稿では，「小学校跡地活用」，「学校跡地再開発」，「岡山市出石小学校跡地整備事業」という，３用語を使用したが，
次のような使い分けをしている。「小学校跡地活用」は，教育現場から捉えた学校統廃合決定後，廃校となった小学校
の有効な活用をいう。「学校跡地再開発」は，学校跡地における再開発を，筆者が一般名称化した。「岡山市出石小学校
跡地整備事業」は，岡山市が採用したプロポーザルの固有名称である。
10　国立情報科学研究所のコンテンツサービス（CiNii）を利用して，1975年以降に発表された雑誌論文・記事の数がど
の程度あるのかを調査整理を行った。
11　学校跡地再開発は近年になって注目され始めた分野であり，大半が事例を紹介する文献に止まり，先行研究と呼べる
ものは極めて少ない。その理由は以下の点によると考えられる。
　　① 中心市街地衰退が大きな問題として注目されたのは，1998年７月の中心市街地活性化法（中心市街地における市街
地の整備改善及び商業等の活性化の一体的推進に関する法律）施行以降で，それから多くの都市で活性化基本計画
が立案されるようになった経緯から，比較的新しい分野である。
　　② 中心市街地の再生については，都市に関わった実務家や研究者たちによる，建築学や都市計画の分野の研究は比較
的多いものの，地方都市に関するものやその他の分野の事例は個別の事例紹介に止まっている。中出［2003］によ
れば，従来の都市計画の法制度・事業制度は大都市問題の解決を主眼としたものがほとんどで，地方都市に関して
は対応していない部分が多い。なぜなら，地方都市は，大都市とは違い，規制市街地近辺に農村地域を擁しており，
市街地拡大・郊外化の問題を抱えていて，中心市街地の衰退と表裏一体の現象を生じているからである。加えて，
地方都市では中心市街地の衰退が激しいが，従来議論の中心であった中心商店街の振興のみでは再生のストーリー
は描き得ず，中心市街地の役割を再考すること，高度成長期後期以降の市街地拡大とそれを誘発した制度を振り返
ること，両面から論じることなくして，再生に向けての方向性は見えてこないという。
　　③ 学校統廃合について，将来の児童の生徒数の予測が困難であること，教育行政上の問題（国・都道府県・市町村の
権限や地方公税交付金など），施設整備のための補助金等の問題（転用の妨げ，地方債の繰上げ償還など）により，
思うように進まない自治体も少なくない。
　　④ 学校統廃合は，教育者から教育施設としてのあり方は議論されても，一旦廃校が決定するとその活用は地方行政担
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クの地域モデル”を概観しておこう。
　矢吹［2010］はまず，マーケティング概念を援用して地域再生や地域活性化などを企図した地域経
営の包括的な枠組みを構築しようという試みがなかった中で，鎌倉市など先進事例の考察から“マー
ケティング・ネットワークの地域〈基本〉モデル”という，住民ニーズ等に立脚した地域経営（地域マー
ケティング）の新たな枠組みを導出した。
　モデルは，まず成果変数を地域ブランドの集積としての「地域の価値」とした。次に，Kotler and 
Levy［1969］以来拡張されてきたマーケティング概念を，「顧客満足を理念とした顧客創造・維持の
仕組みづくり」（Drucker［1954］を基盤とした嶋口［1997］）と定義し，組織経営の前提・中核的な
必須の運営機能と位置付けた上で，「ネットワーク」概念を連結した。そして，構築が困難な「経営
のネットワーク」や世代交代や人事異動等で崩壊しやすい経営資源レベルの「ヒトのネットワーク」
ではない“マーケティング・ネットワーク”として，地域特性の違いから大きく“中山間地モデル”
と“都市部モデル”に識別した。
　他方，両モデル共通の基本構造は，主体化した人々により構成される各種結節組織による，経営の
前提・中枢的機能としての「顧客満足を理念とした顧客創造・維持の仕組みづくり」を，“ネットワー
カー”たる中間組織が，更には“究極のネットワーカー”として関係性モデルに転換した自治体がネッ
トワーク化（情報共有・連携・連結）することを通し，「やわらかい管理」を行う点であった（図表
Ⅱ－１参照）。
当に委ねられるが，縦割行政の弊害もあって，その処分を受けるまで相当の時間と手続きを要する。一方，論点が
多岐にわたるだけでなく，利害関係者も多種多様であり，将来に長く影響するため，問題は複雑で，思うように解
決に至っていない。
　　⑤ まちおこしの観点から，市民や地元自治体，専門家たちの協働の取り組みが取りざたされた事例研究は多く紹介さ
れているが，ネットワーカーとして地方の不動産業者の存在が議論されたことは，今までになかったと思われる。
　　⑥ 不動産学の分野は，実務と違って，学術的には非常に新しい分野（2000年に文部科学省認可の社団法人日本不動産
学会として発足http://www.jares.or.jp/jp/）で，日本の大学で専門学部（明海大学不動産学部HP参照）を持つのは１
大学であり，学術的には後発の分野であることも，根拠の一つであると思われる。
出典：矢吹［2005］
図表Ⅱ−１．「マーケティング･ネットワーク」モデルの基本構造
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Levy［1969］以来拡張されてきたマーケティング概念を，「顧客満足を理念とした顧客創造・維持の
仕組みづくり」（Drucker［1954］を基盤とした嶋口［1997］）と定義し，組織経営の前提・中核的な
必須の運営機能と位置付けた上で，「ネットワーク」概念を連結した。そして，構築が困難な「経営
のネットワーク」や世代交代や人事異動等で崩壊しやすい経営資源レベルの「ヒトのネットワーク」
ではない“マーケティング・ネットワーク”として，地域特性の違いから大きく“中山間地モデル”
と“都市部モデル”に識別した。
　他方，両モデル共通の基本構造は，主体化した人々により構成される各種結節組織による，経営の
前提・中枢的機能としての「顧客満足を理念とした顧客創造・維持の仕組みづくり」を，“ネットワー
カー”たる中間組織が，更には“究極のネットワーカー”として関係性モデルに転換した自治体がネッ
トワーク化（情報共有・連携・連結）することを通し，「やわらかい管理」を行う点であった（図表
Ⅱ－１参照）。
当に委ねられるが，縦割行政の弊害もあって，その処分を受けるまで相当の時間と手続きを要する。一方，論点が
多岐にわたるだけでなく，利害関係者も多種多様であり，将来に長く影響するため，問題は複雑で，思うように解
決に至っていない。
　　⑤ まちおこしの観点から，市民や地元自治体，専門家たちの協働の取り組みが取りざたされた事例研究は多く紹介さ
れているが，ネットワーカーとして地方の不動産業者の存在が議論されたことは，今までになかったと思われる。
　　⑥ 不動産学の分野は，実務と違って，学術的には非常に新しい分野（2000年に文部科学省認可の社団法人日本不動産
学会として発足http://www.jares.or.jp/jp/）で，日本の大学で専門学部（明海大学不動産学部HP参照）を持つのは１
大学であり，学術的には後発の分野であることも，根拠の一つであると思われる。
出典：矢吹［2005］
図表Ⅱ−１．「マーケティング･ネットワーク」モデルの基本構造
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　確かに，先進事例から導出した両モデルは，地域内の部分的な地域経営活動のみに焦点を当てた，
自治体・中間支援組織・NPO・地縁型住民組織等々の限定的な主体で構成される“〈基本〉モデル”に
過ぎない。しかし，その“〈基本〉モデル”に商工会議所／経済同友会／観光協会／農協／町内会・自
治会連合会／大学などの各種の中間組織やCSRを強く意識した企業等々，地域内の多種多様な組織の
マーケティングが包括的に組み込まれれば，来るべき分権化社会における地域経営の理念形の一つと
して，“マーケティング・ネットワークの地域〈包括〉モデル”（“〈包括〉モデル”）が形成されるとした
（図表Ⅱ－２）。
　そして，最終的にこの“〈包括〉モデル”が構築された際，地方公共団体という意味の「自治体」ではなく，
「自らの地域を治める」という本来の意味での“自治体”が完成することになるとされた12。
　他方，理論的にみれば，“〈包括〉モデル”は，①地域における各種主体による「非営利組織」（Kotler 
［1982］，Kotler and Andreasen［2003］など），「場所」（Kotler, Haider and Rein［1993］など）のみなら
ず，“社会変革キャンペーンのマーケティング”（Kotler and Roberto［1989］など）等々，企業マーケティ
ング論から概念拡張された各種「マーケティング」の地域という空間における集積・連携・競争とし
て構成されること，そして，②自治体における住民他・NPOにおけるサービス受益者／寄付者・町内
会における会員・企業における消費者／貯金者／投資家等々，各種の主体が必ず「生活者」がもつ様々
な“顔”の一部を“顧客”として扱う点から，論理的に考えれば，地域における諸々の活動主体を全
て「包括」した時点で，住民生活の生活者としての全側面を網羅できること，以上が主張された。
12　勿論“〈包括〉モデル”は，現実面では，地域特性（例：商業都市・観光都市etc）や課題（例：高齢化対策・子育て
支援etc）や時間の経過等により，構成主体・形状・性格・役割分担等は変化するが，その変化こそ地域が“多様・生
き物”と称される所以としている。
出典：矢吹［2005］
図表Ⅱ−2.“マーケティング・ネットワークの地域〈包括〉モデル”（概念図）
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Ⅲ．事例－出石小学校跡地再開発事業－
１．出石小学校跡地再開発の概要
　本稿で取り上げた事例の出石小学校跡地整備事業は，岡山市の中心部に位置する小学校跡地に，中
心市街地活性化・定住促進等に寄与する，公共性の高い施設整備を行うため，広く民間事業者からプ
ロポーザル方式によって公募された事業であり，審査の結果，両備バス㈱（現両備ホールディングス
㈱）を代表とする４社グループ13の提案が，最優秀提案として選ばれた。
　当時，岡山市の中心市街地では，小学校の統廃合によって発生する学校跡地の活用が重要な課題14
となっており，岡山市は今後発生する学校跡地について５つの活用の観点を定め，民間活力の利用を
前提とした事業の実現を目指したのである。学校跡地活用５つの観点とは，㋑全市民の財産であるこ
と，㋺中心市街地の活性化，㋩位置的な特性・土地利用，㋥他の個別施策・施設との連携・関連性，
㋭学校跡地であるという歴史的経緯である。
　とくに，出石小学校は，今後閉校される小学校の中では岡山駅に最も近く，中心市街地（生活交流
都心）のほぼ中央に位置し，交通・生活利便性，住環境など様々な点で優れた条件を備えていた。こ
の場所の活用は中心市街地活性化に大きく寄与する可能性を持っており，市民・住民からも大きな期
待が寄せられた。
　そこで，岡山市が作成した「学校跡地活用方針（案）」15により，公園，広場等の公共空間整備を中
心とし，中心市街地活性化や定住推進に資する住宅，高齢者や子育て支援機能を持った複合施設を中
核とした施設を整備することとし，民間が有する事業のノウハウ及び企画力を活用して事業を推進す
ることとなった。（概要については，参考資料２（p.173）を参照されたい）。
13　両備バス㈱，㈱大林組，㈱コナミスポーツ＆ライフ，㈱ベネッセスタイルケア
14　全国的な傾向と同様に，岡山市でも郊外開発の進展により，人口の減少，少子高齢化が進み，その結果中心部の小中
学校の統廃合を行わざるを得ない状況にあった。平成14年より順次，中心部の５つの小学校をひとつにする統廃合を進
め，出石小学校も平成14年３月に閉校した。
15　①隣接する下石井公園・西川緑道公園との一体的整備を行い，緑の拠点，防災拠点をつくる。②下石井公園・西川緑
道公園・西川アイプラザとの連携をはかり，賑わいと都市回遊の拠点をつくる。③恵まれた立地条件を最大限に活用し
た良好なコミュニティをつくる。④多世代が交流できる多様な環境をつくり，良好なコミュニティをつくる。⑤感性豊
かな子供が育ち，高齢者が生き生きと暮らせる「まち」をつくる。⑥民間開発のモデル的事例とする。
出典：プロポーザル提案資料より抜粋
図表Ⅲ−１．事業構成図
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心とし，中心市街地活性化や定住推進に資する住宅，高齢者や子育て支援機能を持った複合施設を中
核とした施設を整備することとし，民間が有する事業のノウハウ及び企画力を活用して事業を推進す
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図表Ⅲ−１．事業構成図
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２．学校跡地再開発の諸相
　出石小学校跡地整備事業は，「公民連携16」の視角から捉えれば，「公共資産活用型17事業」に分類さ
れる民間事業であるが，岡山市が採用した選定方法18は，プロポーザル方式19であった。その選択の
要因として，公立学校跡地が，都市部で生活空間としての好立地であること，地域の教育（生涯教育）
や防災拠点であること，地域コミュニティと深く関わってきたこと，加えて，論点は多岐にわたるだ
けでなく，利害関係者も多様，かつ，将来に長く影響することが挙げられる。すなわち，跡地利用に
あたり，地域コミュニティの中心としての性格や統廃合に協力してきた住民への配慮から，地域の意
向の反映が重要視されたものと考えられる。
　他方，岡山市は，そのプロポーザル事業者募集要項に，応募者の資格要件や構成員の制限，高齢者
施設の運営主体を厳格に定めている。それは，建物等の設計及び，建設，不動産の開発，管理・運営，
高齢者施設の運営等に関する法的資格要件20に始まり，岡山市内における一定期間・一定数量の実績
など広範囲に及んでいる。
　その背景には，①「住民のニーズや価値観等が多様化し，公共的な財やサービスを供給する自治体
にも限界が生じてきていること」，また，②「ハード整備を中心とした従来型の都市計画の限界，地
方財政の危機，地域経済の疲弊等」があり，少なからず影響していたと思われる。
　しかし，このような要件を『一企業』が単独で満足することは，現実不可能であるため，地元企業
の両備バス21が中心となり，大手ゼネコンの大林組をはじめ，ベネッセも加わり，複数の業者が協力
して構成要因となった。このように，各分野でそれぞれの事業を得意とする企業が集合・連携して，
運営主体となる必要性が，プロポーザル応募当初から求められていたといえよう。
　それでは，出石小学校再開発事業の主体間の構造について概観する。分譲マンション事業（両備），
賃貸マンション事業（両備），有料駐車場事業（両備），商業テナント事業（両備），高齢者向け介護サー
ビス事業（ベネッセ・スタイルケア），健康増進事業（コナミスポーツ＆ライフ）など，柱になる事
業は複数に及んでいる。さらに，保育園（共生保育園）やコミュニティ施設建設（岡山市），消防機
庫建設（岡山市），公園改修整備（岡山市）など22，公共施設も複数存在するなど，そのプロダクト対
象は非常に幅広い。とくに，事業ごとの行動内容とそれに関わる主体・客体の存在，複数事業によるター
16　矢吹［2010］によれば，藤沢市の事例を挙げたうえで，公民連携は，［自治体マーケティングの関係性モデル］の内
実として捉えてきたもので，行政と民間企業・NPO間で役割分担を契約で定めて癒着やなれ合いを防ぎ，ニーズに合っ
た公共的な財やサービスを供する仕組みとして，世界的に普及している。
17　公共資産活用型PPPは，自治体が所有権等を有する財産において，民間が活動を行うことを指す。公共サービス型
PPPが，「内容が公共サービスである」のに対して，公共資産型活用型PPPは，「内容は民間事業」である。したがって，
多くは営利事業であり，自治体がその経済的な対価を受け取ることができることが特徴である。
18　各種公民連携手法について，民間業者の選定はプロポーザル方式，入札方式，総合評価方式等の方法による。
19　事業者を選定する際に，発注者が示す事業要求水準に従って応募者が事業提案を行い，その内容を審査した上で事業
者を選定する方式。この場合の契約金額は発注者が提示した金額となるため，随意契約の一種と考えられる。
20　建築士法，建設業法，宅地建物取引業法，マンションの管理の適正化の推進に関する法律などに関する要件。
21　当時，両備バスは，社内カンパニー制を採用し，事例のプロポーザル事業は両備不動産カンパニーが担当した。以降，
両備と呼称する。
22　コミュニティ施設については，事業者の負担で建設し，補助金のかたちで岡山市から建設費を受け取り，岡山市が所
有し，管理する。
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ゲットの拡がりもあって，施設利用者は岡山市郊外にも及び，プロダクト地域対象が広範囲で，決し
て一地域に限定されるマーケティング活動ではない。参考資料１（p.171）図表Ⅲ－２参照。
　それでは，事例における各主体のマーケティング活動を，図表Ⅲ－２に基づいて，事業内容を順次，
俯瞰してみよう。なお，図表Ⅲ－２は，各事業内容及び，公共施設の運用サービスの項目を横軸に列
挙した上で，縦軸にはマーケティング活動を行う，主体及びその対象となる客体，そして，それぞれ
の顧客ニーズと4P23の内容を配して整理したものである。
　まず，分譲住宅及び，賃貸住宅，駐車場（里丘），商業施設のマーケティング活動の主体は，両備
であるが，客体はそれぞれ，購入者（消費者），施設利用者，テナント入居者及び，その消費者であり，
そこで扱うプロダクトは，私有財24である。同様に，高齢者介護施設，健康増進施設，保育園の主体は，
ベネッセスタイルケア，コナミスポーツ＆ライフ，共生保育園であり，その客体は施設利用者，保育
園通園者・入園希望者であり，プロダクトは，私有財及び，サービスであるが，福祉に関連する点で，
準公共財25も含まれる。
　次に，コミュニティハウス建設，公園整備，消防機庫建設について，マーケティング活動の主体は，
地域住民を始め，コミュニティ協議会，体育協会，町内会，消防団など岡山市民であるが，その客体
は岡山市に代わって交渉相手となるのは，プロポーザル事業者の両備・大林組グループである。ここ
で，興味深いのは主体が客体に対して，マーケティング活動をするだけに終わらず，逆に客体が主体
となって，双方向にマーケティングが行なわれている点である。すなわち，これらは公共性のある施
設運営であるから，そのプロダクトは，公共財26及び，準公共財であり，チャネルはコーディネーター 27
である。なお，マンション及び，商業テントの計画は，建築士がコーディネーターを務める。このた
め，住民は，本来自治体に要求する財やサービスについて，民間業者に求めることになるが，一方で
施設を建設して運営する側の民間業者は，地域の声（顧客ニーズ）を反映した成果物である施設建設・
運営を提案し，自治体である岡山市（究極は議会）に承認を得る必要がある。これらは，地域の限定
はあるが，住民が公共的な財やサービスの供給に主体的に参画し，また，民間業者が自治体に代わっ
て行った地域経営のマーケティング活動の一つといえよう。
　このことは，次に掲げる地域経営の定義に通ずる。①地域社会の中核たる地方自治体を中心として，
地域社会が主体性をもって，自ら有する経営資源を最高限度に活用し，地域福祉の極大化を目指す政
策実践（高寄［1993］），②地域に立脚したまちづくりと地域振興，地域再生，地域づくり等とほぼ同
様な範疇で，積極的に地域とかかわり，地域を変革していくための道筋を考えること（岡崎［1995］），
③主体と客体，ステークホルダー（市民・NPO・企業・施設利用者・新規移住者等の利害関係者）相
互間やステークホルダーと地域資源との間の価値の交換を効果的・効率的に実現し，地域ブランドの
23　4P：Product, Price, Place, Promotion
24　個人または私的集団の所有する財産。原則として所有者は自由に使用し，収益をあげ，また，処分することができる。
25　個人が占有することのできる私的財と，公共財との中間的性質をもつ財・サービス。純粋な公共財がもつ消費におけ
る排除不能性や非競合性といった性格を完全には備えていない。交通・学校・病院などのように，部分的には政府が供
給することが望ましい。
26　制限を受けることなく多数の人が消費でき，ある人の消費が他の人の消費を減少させることのない財やサービス。国
その他公的機関によって提供される一般道路・公園・堤防や，警察・消防など。
27　多数の利害関係者の合意形成のための指導・調整だけでなく，各分野の専門家を束ね，事業協力者との調整も行う。
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ゲットの拡がりもあって，施設利用者は岡山市郊外にも及び，プロダクト地域対象が広範囲で，決し
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構築を通して，地域の価値を高めるもの（矢吹［2010］）である。
　他方，両備と大林組の間には，互いの経営資源を補完するような強い関係が結ばれていて，自らも
マーケティング活動を行うが，そこでは，その強い関係を核にして，各事業者がそれぞれ行うマーケ
ティング活動のネットワーク化が実施されていた。（図表Ⅲ－３参照）
　加えて，出石小学校跡地整備事業では，公民連携を手段に選んだため，自治体は表に出ず，さまざ
まな事情でNPO支援組織28も不在，もしくは有効に機能しなかったことにより，両備・大林組が“中
間組織29”の役目も果たしている。
　この度は，とりもなおさず，地方自治体に代わり，まさに不動産業者が地域経営を行った事例であ
るが，事業プロポーザル優先権者にとって，このようなマーケティング活動は重要である。若干先取
りをすると，私有財・公共財・準公共財やサービスなど様々な“Product”で構成される「学校跡地
再開発事業」のような「マーケティング・ネットワーク」における「ネットワーカー」機能を民間企
業が果たすことができたからこそ，両備を中心とした各事業者にとって大きなビジネスチャンスが，
巡ってきたのではなかろうか。
　なお，参考資料１（p.172）図表Ⅲ－４．個別事業ベース図（全体図）により，事業ごとに，プロポー
ザル募集から事業の開始までのプロセスが把握できる。時間の経過毎に，構成メンバー，起こしたア
クションの内容，各事業者間の連携のタイミングやメンバー，使われた経営資源，などが明らかにな
る。例えば，コミュニティハウスの建て替えの事業図（参考資料１（p.172）図表Ⅲ－５．個別事業図）
を概観してみよう。プロポーザルの計画が発表されてから，コミュニティハウスが竣工するまでの間
に，約３年３カ月を有しているが，そこに関わった出石町内会，体育協会，社会福祉協議会など岡山
市民のメンバー，岡山市事業政策課，事業者として連携する両備と大林組の存在が確認できる。さら
に，時系列で消化されていく事象を追っていくと，両備と大林組の事業者が強く連携した上で，プロ
ポーザルを成功させるために（まちづくりを模索する中で），両者の取った行動と，投下した経営資
源の中身が見えてくる。
　事業基本計画立案から，建設までの垂直的連鎖構造の中で，両備・大林組の経営資源が投下され
る。最初は，ヒトや情報が主であるが，やがてモノが投下され，最後にはカネも投下されていく。両
28　自治体とNPOの間に介在して後者の支援などを実施する組織（矢吹［2010］）。
29　NPO関連以外の分野で「NPO支援組織」と類似した支援・媒介・とりまとめなどの公的機能を有する町内会連合会・
商工会議所・商工会・経済同友会・観光協会などを総称して［中間組織］という（矢吹［2010］）。
出典：筆者作成
図表Ⅲ−３．ネットワーカーのバリュー・チェーンの役割分担図
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社はコラボで活動することで，お互いに足りないものを補う，経営資源の補完である。地元VS全国区，
異業種の克服，ノウハウや経営方針の違いなど，メリット・デメリットを上手く，補う。ここで，経
営資源であるヒト，モノ，カネ，情報について，どのように使われたのか，事業者にとって，それは
内製か，または外注かを確認することで，事業者の強み・弱みが判明する。
Ⅳ．考察－出石小学校跡地再開発事業
　前章で概観した「出石小学校跡地整備事業」の事例は，研究の切り口に対応して多様な含意を持つ
と考えられる。その中で，本章では，この種の地域経営の構成事案における“ネットワーカー”として
の自治体の限界と不動産業者の可能性の二点に焦点を当てて，理論的・実務的な含意を考察してみよう。
１．小学校跡地再開発における「ネットワーカー」としての自治体の限界
　矢吹［2010］では，次の４つの理由から「地域経営における“究極のネットワーカー”は自治体で
しかありえない」と主張されている。それは，①（ポテンシャルを含めた）経営資源の相対的豊富さ，
②成果変数に関する全体最適の視点の強さ，③成果の分配に関する理念的な公平の具有，加えて，④
地域経営の最終的な責任の拠り所，という４点であった。
　そして，様々な地域経営主体の各種マーケティングを連携・連結させる“ネットワーカー”として，
NPO支援組織・町内会／自治会連合会・商工会議所／商工会・観光協会等が想定されていた。しかし，
そこでは，自治体との関与が深い郵便局や非営利的な民間事業などの，純粋／準公共的な財やサービ
スの事例が中心に取り上げられていること等もあって，企業が“ネットワーカー”役を務めるケースは，
Ⅲ部補論の農商工連携における“川中組織”の事例（原典：矢吹・平松［2010］）に限定されていた。
そこで本事例は，公民連携の公共資産活用型を採用している理由から，まさに自治体それ自体や上述
した非営利系諸組織が“ネットワーカー”として機能しにくい典型的な事例であると考えられる点で，
矢吹［2010］の議論を補完し，深堀りできる可能性がある。なお，事例における各主体のマーケティ
ング活動及び，その個別事業の内容は，前述のとおりである。（参考資料１（p.172）図表Ⅲ－４及び，
図表Ⅲ－５参照）。
　確かに，地域経営「全体」における“究極のネットワーカー”機能を企業が果たすことは上記①〜
④の点から困難である。また，本再開発プロジェクトに限っても，事業用定期借地権契約30によって
目的を明確にしたうえで，民間業者が違背しないように監視31している（図表Ⅳ－１．参照）点で，
また，事業プロポーザルの優先交渉権者の決定と事業用定期借地権契約の締結には議会承認が必要で
ある，ことから「最終的な責任の拠り所」（理由④）が自治体にある点で，“究極のネットワーカー”
が自治体であることに疑問の余地はない。
30　1992年８月に施行された新借地借家法により，供給側の地主が安心して借地を提供しうる環境を整備し，住宅宅地の
供給を目的として制定された。学校跡地所有者の岡山市と民間業者の代表者，両備HDとの間で，50年の事業用借地権
契約が，締結された。なお，契約満了後は，事業者は建物を解体して，岡山市に土地を返還する。
31　実際に実施される事業が民間事業であるため，政策目的の決定は官ではなく民が行っているようにみえる。しかし，
ここでいう政策目的とは，民間事業実施そのものではなく，その事業が有する公共性に関するものである。
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 しかし，“究極のネットワーカー”である自治体が，“ネットワーカー”として各主体によるマーケ
ティングを連携・連結できるかと問われれば，疑問である。例えば，中心市街地における学校跡地再
開発において重要な成果の一つに，居住人口の増加がある。高度成長期における財政が潤沢な自治体
であれば市営高層マンションや賃貸住宅建築等も選択肢としてあり得たかもしれないが，財政危機と
それを背景とした官民の役割分担を再考する時節にあって，自治体が各主体のマーケティングを連携・
連結させて当該成果の獲得を主導することは極めて難しい。
　また再開発は，前述したように，マンションの他にも保育園・介護サービス施設・スポーツ施設・
商業施設・コミュニティハウス・消防庫・公園など複合的なProductで構成されており，各種主体のマー
ケティングを連携・連結させる前提となる，各主体の行動様式の把握や利害調整は勿論，各プロジェ
クトにおける様々な顧客のニーズ把握という点まで含めれば，その困難度は飛躍的に増大する。
　他方，公民連携では，民間の資金・経営能力・技術力を活用することで，効率的かつ，効果的な公
共サービスが期待される。しかし，前述で指摘される困難により，各種主体のマーケティングを連携・
連結させることなく，個々の事業を縦割りにすると，個別事業の単純な効率化しか期待できず，結果
的に効率化効果が小さくなり，委託先に経済的な損失を発生させる可能性もある。したがって，複数，
多数の事業をまとめることで，スケールメリットやシナジー効果によってVFM33（Valu For Money）を
高めようとする民間企業と自治体との間で，矛盾が生じてしまう。
２．小学校跡地再開発における「ネットワーカー」としての不動産業者の可能性
　勿論，この学校跡地再開発における“ネットワーカー”を，コナミ・ベネッセ・各商業施設・保育
32　民のサービス提供の対価は受益者としての市民の支払う利用料（商品代金やサービス購入料）が原資となる。その収
入により，資産（借地）の賃料が官（岡山市）に対して支払われる。
33　PFI事業における最も重要な概念のひとつで，支払い（Money）に対して最も価値の高いサービス（Value）を供給す
るという考え方である。従来の方式と比べてPFI事業の方が総事業費をどれだけ削減できるかを示す。一般的には，サー
ビスの価値水準を同一として，民間が実施した場合に要するコストを下回るときにVFMがあるとされる。VFMが高い
ほど，当該事業を民間で実施したほうが効率的となるため，PFI導入が求められることになる。
出典：石井他［2009］p 175 図を元に筆者補正作成
図表Ⅳ−１．出石小学校跡地整備事業のスキーム図32
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園等々の各個別事業の主体，ましてや町内会／自治会（連合会）等が務めることは土台無理な話だろう。
しかし，成果の重要な要素である居住人口の鍵を握り，事業プロポーザルの提示という形で各種プロ
ジェクトを統括して事業用定期借地権契約を締結する不動産業者は，“究極のネットワーカー”に限
りなく近い“ネットワーカー”機能を果たすことができる可能性がある。その根拠は，不動産業者が「（利
害調整の上で）事業プロポーザルをまとめる」という想定自体が，暗黙裡に調整役（“ネットワーカー”）
たりえることを前提にしていると考えられるためである。本節では，より厳格な条件として前節で取
り上げた“究極のネットワーカー”たる理由の①〜③に沿って考察してみよう（上述のように，理由
④により，“究極のネットワーカー”が自治体であることについて否定の余地はないため，除く）。
　第一に，①「経営資源の相対的豊富さ」については，自治体は，財政状況（カネ）が厳しい上に，
各種プロジェクト主体のニーズ，および，当該プロジェクトの顧客ニーズを把握することは，容易で
はなく（ノウハウ），「相対的な豊富さ」が目減りする。他方，不動産業者は採算さえ取れれば，投入
可能な資源は豊富で，（学校跡地開発という特殊な特性はあるとしても）援用可能な他の再開発のノ
ウハウを有しており，十二分に発揮できる。
　第二に，②「成果変数に関する全体最適の視点の強さ」については，自治体の優位性は動かない。
なぜなら，不動産業者にとって，いずれかの事業で採算が取れず撤退した場合，再開発事業全体の“品
揃え”が欠け，跡地の各構造物－特にマンション－の資産価値が減価する虞がある。その点で，自治
体が「理念として」全体最適の視点を持つのに対し，不動産業者は「市場メカニズム上」持つことが
適わない構造となっている。
　第三に，③「成果の分配に関する理念的な公平の具有」については，確かに自治体の強みである
が，その前提となる成果のコントロール変数を有していない。他方で不動産業者は，事後的には兎も
角，プロポーザルをまとめ上げる段階では“一人勝ち”を回避する誘因とそのコントロール変数を持
ち合せている。それは，例えば両備と大林組との間に存在した，長期にわたる取引や友好関係，永年
築き上げてきた信頼や実績，暗黙裡に結ばれた業務提携等である。それを基軸に，戦略同盟ともいう
べき，太い絆で結ばれていた。両者は，経験や，実績，学習により，win-winの関係やパートナーシッ
プによる信頼関係が，有益な効果をもたらすことを既に知っていた。だからこそ，プロポーザル時に
は，業務上の短所をお互いの経営資源で補完しあう良好な関係が成立したのである。また，両者とも，
CSRやコンプライアンス，地域貢献，社会正義といった，共通のコントロール変数を持ち合わせていた。
　マーケティング・ネットワークに移行する前の段階であるが，「信頼と委託，調整と妥協，社会性
と革新を鍵概念にし，流通業者，サプライヤー，関連取引業者との関係強化や競合他社との戦略的提
携という関係づくりによってトータルな顧客満足追求や顧客問題解決を目指そうする試み」，いわゆ
る，リレーションシップ34が重要であることが理解されていた。以上の点を踏まえて，本再開発の主
34　McKenna［1991］は，世界規模での競争が激化し，製品・サービスの多様化や市場再分化が進み，業際化が進展する
なかで，市場での地位を高め，マーケティングで成功するためにはサプライヤー，流通業者，投資家，顧客およびその
他の鍵となる企業者や個人とのリレーションシップを構築しなければならないと主張している。また，Kotler［1984］は，
リレーションシップ・マネジメントという概念を提起するなかで，優良顧客と強力な関係を構築し管理する方法を知っ
ている売り手は，これらの顧客から多くの将来売上げを獲得できると述べるなど，リレーションシップが定義されてい
る。
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園等々の各個別事業の主体，ましてや町内会／自治会（連合会）等が務めることは土台無理な話だろう。
しかし，成果の重要な要素である居住人口の鍵を握り，事業プロポーザルの提示という形で各種プロ
ジェクトを統括して事業用定期借地権契約を締結する不動産業者は，“究極のネットワーカー”に限
りなく近い“ネットワーカー”機能を果たすことができる可能性がある。その根拠は，不動産業者が「（利
害調整の上で）事業プロポーザルをまとめる」という想定自体が，暗黙裡に調整役（“ネットワーカー”）
たりえることを前提にしていると考えられるためである。本節では，より厳格な条件として前節で取
り上げた“究極のネットワーカー”たる理由の①〜③に沿って考察してみよう（上述のように，理由
④により，“究極のネットワーカー”が自治体であることについて否定の余地はないため，除く）。
　第一に，①「経営資源の相対的豊富さ」については，自治体は，財政状況（カネ）が厳しい上に，
各種プロジェクト主体のニーズ，および，当該プロジェクトの顧客ニーズを把握することは，容易で
はなく（ノウハウ），「相対的な豊富さ」が目減りする。他方，不動産業者は採算さえ取れれば，投入
可能な資源は豊富で，（学校跡地開発という特殊な特性はあるとしても）援用可能な他の再開発のノ
ウハウを有しており，十二分に発揮できる。
　第二に，②「成果変数に関する全体最適の視点の強さ」については，自治体の優位性は動かない。
なぜなら，不動産業者にとって，いずれかの事業で採算が取れず撤退した場合，再開発事業全体の“品
揃え”が欠け，跡地の各構造物－特にマンション－の資産価値が減価する虞がある。その点で，自治
体が「理念として」全体最適の視点を持つのに対し，不動産業者は「市場メカニズム上」持つことが
適わない構造となっている。
　第三に，③「成果の分配に関する理念的な公平の具有」については，確かに自治体の強みである
が，その前提となる成果のコントロール変数を有していない。他方で不動産業者は，事後的には兎も
角，プロポーザルをまとめ上げる段階では“一人勝ち”を回避する誘因とそのコントロール変数を持
ち合せている。それは，例えば両備と大林組との間に存在した，長期にわたる取引や友好関係，永年
築き上げてきた信頼や実績，暗黙裡に結ばれた業務提携等である。それを基軸に，戦略同盟ともいう
べき，太い絆で結ばれていた。両者は，経験や，実績，学習により，win-winの関係やパートナーシッ
プによる信頼関係が，有益な効果をもたらすことを既に知っていた。だからこそ，プロポーザル時に
は，業務上の短所をお互いの経営資源で補完しあう良好な関係が成立したのである。また，両者とも，
CSRやコンプライアンス，地域貢献，社会正義といった，共通のコントロール変数を持ち合わせていた。
　マーケティング・ネットワークに移行する前の段階であるが，「信頼と委託，調整と妥協，社会性
と革新を鍵概念にし，流通業者，サプライヤー，関連取引業者との関係強化や競合他社との戦略的提
携という関係づくりによってトータルな顧客満足追求や顧客問題解決を目指そうする試み」，いわゆ
る，リレーションシップ34が重要であることが理解されていた。以上の点を踏まえて，本再開発の主
34　McKenna［1991］は，世界規模での競争が激化し，製品・サービスの多様化や市場再分化が進み，業際化が進展する
なかで，市場での地位を高め，マーケティングで成功するためにはサプライヤー，流通業者，投資家，顧客およびその
他の鍵となる企業者や個人とのリレーションシップを構築しなければならないと主張している。また，Kotler［1984］は，
リレーションシップ・マネジメントという概念を提起するなかで，優良顧客と強力な関係を構築し管理する方法を知っ
ている売り手は，これらの顧客から多くの将来売上げを獲得できると述べるなど，リレーションシップが定義されてい
る。
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体間構造を提示したのが図表Ⅳ－２である（自治体は個別プロジェクトの主体としてのみ記載：“究
極のネットワーカー”としての自治体は全体を下から支えている）。
　このようにみると，不動産業者は，個別プロジェクトのマーケティングの集積・連携で構成される“学
校跡地再開発マーケティング・ネットワーク”の“究極”に近い“ネットワーカー”足り得る点が明
らかになる。このことは取りも直さず，今後とも全国的に学校統廃合による廃校が相次ぎ「公民連携」
の拡大が予想される中で，不動産業者にとっては新しい大きなビジネスチャンスがあることを意味す
ると共に，プロポーザルをまとめる単なる調整役ではなく“（各種プロジェクトの「顧客満足を理念
とした顧客創造・維持の仕組みづくり」たる）マーケティング・ネットワークのネットワーカー”と
いう視角で捉えることは，不動産業者の企業行動と顧客（広く地域社会）に資する点で意義深い。
Ⅴ．結びにかえて
　以上本稿は，矢吹［2010］のⅢ部補論にある農商工連携事例の他にも民間企業が「ネットワーカー」
機能を果たすケースを明らかにすることができれば，矢吹［2010］の議論を補完できると共に，そこ
に当該事業者にとってビジネスチャンスがあることを明示できるのではないかという理論的・実務的
問題意識から出発した。そこで，以前から注目していた，不動産事業者が「ネットワーカー」として
プロジェクト全体を主導することによって成果が上がったと考えられる岡山市の「出石小学校跡地整
備事業」の事例を取り上げた｡そして，「マーケティング・ネットワーク」の枠組みで考察することを
通して，程度の問題こそあれ，当該プロジェクトの「最終的な責任の拠り所」が自治体にある点で，「自
治体が“究極のネットワーカー”である」という点は不変であるものの，理論的には，
（凡例：↑（黒）＝各個別事業者による対応，↑（白）：自治体による対応，
↑（灰）：不動産業者による対応。）
出典：筆者作成
図表Ⅳ−２．主体間構造図
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　　① 「地域経営」内の「中心市街地活性化」における「学校跡地再開発事業」のようなケースでは，
自治体が個別プロジェクトのマーケティングの集積・連携で構成される“学校跡地再開発マー
ケティング・ネットワーク”の“ネットワーカー”として機能するには限界があり，代わって
民間事業者である不動産業者が，“究極”に近い“ネットワーカー”足り得ること，
そして実務的には，
　　② 個別プロジェクトのマーケティングの集積・連携で構成される“学校跡地再開発マーケティン
グ・ネットワーク”の“ネットワーカー機能を果たすことができることは，すなわち，不動産
事業者にとって新しい大きなビジネスチャンスが存在することを意味すること，
　　③ （付随的に）私有財・公共財・準公共財やサービスなど様々な“Product”で構成される学校
跡地再開発を“マーケティング・ネットワーク”の視角から捉えることは，不動産業者の企業
行動および広く地域社会に資すること，
以上３点が明らかにされた35。
　他方で残された課題としては，当該“ネットワーカー”機能を果たす不動産業者の連携・役割分担
も含めた，そのビジネスチャンスを如何に具現化していくかという学校跡地再開発における対行政の
マーケティング，および対地域住民のマーケティングの仕組みの解明が希求される。
　出石小学校のケースでは，地元不動産業者と全国的な大手建設会社が手を組むことで，「事業計画
や管理運営で地元の不利にはならないだろう」という期待感を醸成した上で経営資源を上手に補完し，
互いに単独では困難な対応を実現可能にした。その方式の普遍性36と共に，地域特性に応じた各個別
プロジェクトメンバーの集め方等にも一定の指針を示すことが望まれる。
　最後に，この度の出石小学校のケースは，あくまでも一つの事例に過ぎず，エビデンスを得るには
十分とは言えない。今後は，他の地域の「学校跡地再開発事業」の類似事例についても，同様な調査・
検証が必要であろう。
35　“究極のネットワーカー”たる自治体の立場では，その限界を自覚し，地域経営全体の視角から民間の経営資源を上
手く活用することが希求される。学校跡地開発の場合には，業者選定方式とその際の条件設定が大きな鍵を握る。
36　一般的に不動産を扱うケースは，最寄駅からの距離・人口密集度・周辺施設の整備など“変数”が余りに多数あるた
め一般化が困難であるが，「中心市街地における学校跡地」という条件設定は，それらの変数をある程度一定の幅の中
に押さえることになり，一般化を「相対的には」容易にする可能性があると考えられる。
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　　① 「地域経営」内の「中心市街地活性化」における「学校跡地再開発事業」のようなケースでは，
自治体が個別プロジェクトのマーケティングの集積・連携で構成される“学校跡地再開発マー
ケティング・ネットワーク”の“ネットワーカー”として機能するには限界があり，代わって
民間事業者である不動産業者が，“究極”に近い“ネットワーカー”足り得ること，
そして実務的には，
　　② 個別プロジェクトのマーケティングの集積・連携で構成される“学校跡地再開発マーケティン
グ・ネットワーク”の“ネットワーカー機能を果たすことができることは，すなわち，不動産
事業者にとって新しい大きなビジネスチャンスが存在することを意味すること，
　　③ （付随的に）私有財・公共財・準公共財やサービスなど様々な“Product”で構成される学校
跡地再開発を“マーケティング・ネットワーク”の視角から捉えることは，不動産業者の企業
行動および広く地域社会に資すること，
以上３点が明らかにされた35。
　他方で残された課題としては，当該“ネットワーカー”機能を果たす不動産業者の連携・役割分担
も含めた，そのビジネスチャンスを如何に具現化していくかという学校跡地再開発における対行政の
マーケティング，および対地域住民のマーケティングの仕組みの解明が希求される。
　出石小学校のケースでは，地元不動産業者と全国的な大手建設会社が手を組むことで，「事業計画
や管理運営で地元の不利にはならないだろう」という期待感を醸成した上で経営資源を上手に補完し，
互いに単独では困難な対応を実現可能にした。その方式の普遍性36と共に，地域特性に応じた各個別
プロジェクトメンバーの集め方等にも一定の指針を示すことが望まれる。
　最後に，この度の出石小学校のケースは，あくまでも一つの事例に過ぎず，エビデンスを得るには
十分とは言えない。今後は，他の地域の「学校跡地再開発事業」の類似事例についても，同様な調査・
検証が必要であろう。
35　“究極のネットワーカー”たる自治体の立場では，その限界を自覚し，地域経営全体の視角から民間の経営資源を上
手く活用することが希求される。学校跡地開発の場合には，業者選定方式とその際の条件設定が大きな鍵を握る。
36　一般的に不動産を扱うケースは，最寄駅からの距離・人口密集度・周辺施設の整備など“変数”が余りに多数あるた
め一般化が困難であるが，「中心市街地における学校跡地」という条件設定は，それらの変数をある程度一定の幅の中
に押さえることになり，一般化を「相対的には」容易にする可能性があると考えられる。
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図表Ⅲ−２．事例における各主体のマーケティング活動
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出典：筆者作成
図表Ⅲ−４．個別事業ベース図（全体図）
出典：筆者作成
図表Ⅲ−５．個別事業図：コミュニティハウス建替
－172－
槇　尾　啓　一322
出典：筆者作成
図表Ⅲ−４．個別事業ベース図（全体図）
出典：筆者作成
図表Ⅲ−５．個別事業図：コミュニティハウス建替
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参考資料２：学校跡地再開発事業（おかやまインターパークス）　
【事業内容】
　①事業手法：定期借地権による民間による民間事業者への賃貸借　借地期間54年間37
　②事業実施区域：13,559㎡（4,101.59坪）
　③定期借地権設定区域：9,412.39㎡（2,847.24坪）
　④事業者　代表企業：両備ホールディングス㈱
　　　　　　構成員　：㈱大林組，㈱コナミスポーツ＆ライフ，㈱ベネッセスタイルケア
【事業のスケジュール】
　平成14年　３月31日　岡山市立出石小学校閉校
　平成15年　10月17日　事業者募集要項公表
　　　　　　11月30日　第１回審査委員会開催
　平成16年　３月６日　第２回審査委員会開催（公開）
　　　　　　３月13日　第３回審査委員会開催（公開）・同日審査結果への市長への答申
　　　　　　３月24日　審査委員会結果に基づき優先交渉権者及び順位を決定
　平成17年　12月８日　定期借地権設定契約の締結
　平成18年　６月15日　コミュニティ施設竣工
　平成19年　２月５日　スポーツクラブオープン
　　　　　　３月　　　賃貸集合住宅・有料老人ホーム・駐車場・里丘竣工
　平成20年　１月　　　都市公園竣工
　　　　　　３月　　　分譲集合住宅竣工（事業区域内全施設竣工）
37　50年間の定期借地期間に，４年の準備期間を加えた。
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「矢吹先生を偲んで」
　時の流れは無常なもので，矢吹先生が旅立たれてはや１年となります。
　昨年の春，宴でお会いした折はたいへんお健やかで，ゼミ生と活発な論議を交わしておられました
のに，未だに信じられない思いでございます。
　思えば先生は，「自分に厳しく，人に寛大で」を貫かれて，恩師に当たる嶋口先生から教わった，「理
論はシンプルなほど美しい」，「実務家がハッとするものを」，「タイトロープで自分を縛って研究を積
み重ねるんだ」，といった言葉を胸に，いつも黙々と研究・教育に鋭意精進しておられました。
　先生には，お忙しい身でありながら，在学中は論文指導を通して，卒業してからも何かと親しくご
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指導賜わり，ときには親も及ばぬほど親身にご叱正をいただきました。
　ご恩返しもこれからというときに先生を失ったことは，本当に口惜しく残念でございます。今後は，
先生からいただいた教訓を人生に生かして生きていくことがご恩に報いる道と思って頑張る覚悟でご
ざいます。
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